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火災保険で修理ができるという触れ込みで、見積もりをして保険
金請求をサポートするというもの。保険金が下りてから着工する
のに、請負工事の違約金が保険金額（工事代金）の40パーセント
となっている。契約書にはそのことは書いていないが、重要事項
説明書という書面に記載がある。
工事の見積書はもらったが、保険金の請求事務をその会社に頼ん
だことはない。
（2020年 匿名）



ジェネシス訴訟 相手方サイト
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ジェネシス訴訟 相手方サイト

3



ジェネシス訴訟 注意喚起情報
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ジェネシス訴訟 提訴前のやりとり
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第１１条（契約無効及び解除の取扱）
２ クーリングオフが適用される場合を除き、甲が建物改修工事請負契約書
第７項の支払期限（保険金受領後７日以内）までに履行しないことにより乙
が本契約を解除した場合は、保険会社より支払われた保険金の２０％を違約
金として、さらに保険金の２０％を調査見積費用として支払うものとする 2020/11/24COJ申入れ

削除することを求めます
2020/12/24相手方回答
（２)違約金条項について
申入れの趣旨は理解しておりますが、当社が行っている火災保険を活用した
改修工事サービス（以下「本件サービス」といいます。）におきましては、
相当の違約金条項を設けることでビジネスとして成立しているため、何卒ご
理解いただきたくお願い申しあげます。

2021/3/29オンラインにて相手方回答
現在の、「保険金の20％を違約金」、「保険金の20％を調査見積費用」との
規定を「保険金の15％を違約金」、「保険金の20％を調査見積費用」との規
定に変更いたします。

※免責条項等についても申入れを
行っていますが、違約金条項以外に
ついては12/24回答にて概ね受け入れ
られたためここではやりとりを割愛。

2021/5/24COJ申入れ
貴社に生ずべき平均的な損害の額を超え
ないものと貴社が判断された具体的な根
拠資料を当機構にご提供ください。2021/7/12相手方回答

①現場調査のための交通費・・・・⑨紹介者への紹介料支払 ※以降のやりとり平行線のため提訴



ジェネシス訴訟 提訴
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消費者契約法第９条第１号による無効
（１）本件契約は，事業者である被告が，消費者との間で締結する請負
契約であるから，消費者契約法が適用される。

（２）消費者契約法第９条第１号では，消費者契約を解除した場合に，
当該消費者契約の解除に伴う損害賠償額の予定または違約金の定め
は，これらを合算した額について，「当該条項において設定された
解除の事由，時期等の区分に応じ，当該消費者契約と同種の消費者
契約の解除に伴い当該事業者に生ずべき平均的な損害の額を超え
る」部分は無効と定められている。
この点，前記３項記載のとおり，本件約款第１１条第２項では，工
事着工前の解除であるにもかかわらず，請負代金相当額となる保険
金の合計３５％もの金額を支払うことが定められているのであり，
この時期に生じる被告の平均的損害は，同金額には及ばないものと
考えられる。

（３）したがって，本件約款第１１条第２項は，平均的な損害を超え
た損害賠償額の予定及び違約金の定めであり，消費者契約法第９条
第１号に違反する不当条項であるから，平均的な損害の額を超えた
部分については無効である。※写真は12月15日の記者会見の様子



ジェネシス訴訟 被告の認諾
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第１ 請求の趣旨
１ 被告は，消費者との間で，建物改修工事請負契約を締結するに際し，下記内
容の意思表示を行ってはならない。

記
消費者が請負代金を支払期限までに支払わないことにより被告が契約を解除し
た場合，消費者が被告に対し，保険会社より支払われた保険金の１５％を違約
金として，さらに保険金の２０％を調査見積費用として支払うものとするとの
意思表示

２ 被告は，前項の意思表示が記載された契約書，約款その他一切の表示を破棄
せよ。

３ 被告は，その従業員らに対し，１項記載の意思表示を行ってはならないこと
及び前項記載の契約書，約款その他一切の表示を破棄して使用しないことを周
知徹底させる措置をとれ。

４ 訴訟費用は被告の負担とする。



ジェネシス訴訟 提訴後のやりとり
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① 2021年12月6日 差止請求書を郵送。
② 2021年12月15日 差止請求訴訟を提起。同日記者会見実施。
③ 2021年12月15日 代理人弁護士より裁判外での交渉の連絡あり。
④ 2022年1月5日 代理人弁護士より提案書と11月29日付で依頼した合意書の返信あり。
⑤ 2022年1月11日 代理人弁護士より電話にて打合せの依頼あり。
⑥ 2022年2月3日 オンライン協議①
⑦ 2022年2月７日 第１回目期日。
⑧ 2022年3月7日 オンライン協議②
⑨ 2022年3月22日 第1回弁論準備手続期日
⑩ 2022年3月29日 オンライン協議③
⑪ 2022年4月25日 第２回目期日（認諾で終了）

※ 認諾とは、民事訴訟で被告側が原告の請求を正当と認め、裁判を終わらせることをいう。
民事訴訟法第267条第1項
（和解調書等の効力）
和解又は請求の放棄若しくは認諾を調書に記載したときは、その記載は、確定判決と同一の効力を有する。



ジェネシス訴訟 公表と注意喚起
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※相手方の「認諾」により終結。
※相手方は「新たな事業スキーム」
を模索したいとのことであったが、
その協議には踏み込まず、消費者へ
の注意喚起とともに公表して終了。


